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(57)【要約】
【課題】ガラス板の使用時に、合紙の剥離性を向上させ
たガラス板積層体およびその梱包方法を提供する。
【解決手段】ガラス板と、ガラス板同士の接触を防止す
る合紙３０と、を交互に積層してなるガラス板積層体１
０の梱包方法であって、ガラス板が、その表面に炭素数
が８以上の疎水性基を有する４級アンモニウム塩若しく
はピリジニウム塩を含む陽イオン界面活性剤、平均分子
量が２００～１００万のカチオンポリマー又は１分子内
にカチオン性基およびアニオン性基を有する両性イオン
化合物からなる密着防止膜を有する密着防止膜付きガラ
ス板１であるガラス板積層体の梱包方法。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ガラス板と、前記ガラス板同士の接触を防止する合紙と、を交互に積層してなるガラス
板積層体であって、
　前記ガラス板が、前記ガラス板の前記合紙と接する少なくとも一方の表面に炭素数が８
以上の疎水性基を有する４級アンモニウム塩若しくはピリジニウム塩を含む陽イオン界面
活性剤、平均分子量が２００～１００万のカチオンポリマー、又は１分子内にカチオン性
基およびアニオン性基を有する両性イオン化合物からなる密着防止膜を有することを特徴
とするガラス板積層体。
【請求項２】
　下記密着力測定方法１により求めた前記合紙と前記ガラス板との密着力が２ｋｇ／ｍ２

以下である請求項１に記載のガラス板積層体。
（密着力測定方法１）
　前記ガラス板上に前記合紙を重ね合わせ、空気及びイオンを用いて前記合紙を前記ガラ
ス板に押し付け、その直後にバネばかりにより前記合紙を水平方向に引っ張って前記ガラ
ス板から引きはがしたときの張力を、前記ガラス板の単位面積あたりの力に換算したもの
を密着力とする。
【請求項３】
　下記密着力測定方法２により求めた前記合紙と前記ガラス板との密着力が１２ｋｇ／ｍ
２以下である請求項１又は２に記載のガラス板積層体。
（密着力測定方法２）
　前記ガラス板上に前記合紙を重ね合わせ、帯電装置を用いて前記ガラス板を帯電させ、
次いでバネばかりにより前記合紙を水平方向に引っ張って前記ガラス板から引きはがした
ときの張力を、前記ガラス板の単位面積あたりの力に換算したものを密着力とする。
【請求項４】
　前記陽イオン界面活性剤が、炭素数が１２以上の疎水性基を有するものである請求項１
～３のいずれか１項に記載のガラス板積層体。
【請求項５】
　前記カチオンポリマーが、分子量１０００あたり、３～２５個のカチオン性基を有する
請求項１～３のいずれか１項に記載のガラス板積層体。
【請求項６】
　前記合紙は、その表面の平滑度が１０秒以上である請求項１～５のいずれか１項に記載
のガラス板積層体。
【請求項７】
　ガラス板と、前記ガラス板同士の接触を防止する合紙と、を交互に積層してガラス板積
層体とする工程と、前記ガラス板積層体をガラス板収容容器に収容し、固定する梱包工程
と、を有するガラス板積層体の梱包方法であって、
　前記ガラス板が、その表面に炭素数が８以上の疎水性基を有する４級アンモニウム塩若
しくはピリジニウム塩を含む陽イオン界面活性剤、平均分子量が２００～１００万のカチ
オンポリマー又は１分子内にカチオン性基およびアニオン性基を有する両性イオン化合物
からなる密着防止膜を有することを特徴とするガラス板積層体の梱包方法。
【請求項８】
　下記密着力測定方法１により求めた前記合紙と前記ガラス板との密着力が２ｋｇ／ｍ２

以下である請求項７に記載のガラス板積層体の梱包方法。
（密着力測定方法１）
　前記ガラス板上に前記合紙を重ね合わせ、空気及びイオンを用いて前記合紙を前記ガラ
ス板に押し付け、その直後にバネばかりにより前記合紙を水平方向に引っ張って前記ガラ
ス板から引きはがしたときの張力を、前記ガラス板の単位面積あたりの力に換算したもの
を密着力とする。
【請求項９】
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　下記密着力測定方法２により求めた前記合紙と前記ガラス板との密着力が１２ｋｇ／ｍ
２以下である請求項７又は８に記載のガラス板積層体の梱包方法。
（密着力測定方法２）
　前記ガラス板上に前記合紙を重ね合わせ、帯電装置を用いて前記ガラス板を帯電させ、
次いでバネばかりにより前記合紙を水平方向に引っ張って前記ガラス板から引きはがした
ときの張力を、前記ガラス板の単位面積あたりの力に換算したものを密着力とする。
【請求項１０】
　前記陽イオン界面活性剤が、炭素数が１２以上の疎水性基を有するものである請求項７
～９のいずれか１項に記載のガラス板積層体の梱包方法。
【請求項１１】
　前記カチオンポリマーが、分子量１０００あたり、３～２５個のカチオン性基を有する
請求項７～９のいずれか１項に記載のガラス板積層体の梱包方法。
【請求項１２】
　前記合紙は、その表面の平滑度が１０秒以上である請求項７～１１のいずれか１項に記
載のガラス板積層体の梱包方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ガラス板積層体およびその梱包方法に係り、特に、密着防止膜を有するガラ
ス板におけるガラス板積層体およびその梱包方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、液晶ディスプレイ用ガラス基板、プラズマディスプレイ用ガラス基板等のフラッ
トパネルディスプレイ、有機ＥＬ照明、及び太陽電池等の電子デバイスに用いられるガラ
ス板の大型化のニーズが高まっている。
【０００３】
　このようなガラス板は、板状に加工された後、製品に加工する工場へ輸送又は保管され
る。この輸送や保管においては、従来、特許文献１、２に開示された縦置きのガラス板梱
包体や特許文献３に開示された横置きのガラス板梱包体が知られており、通常ガラス板間
に合紙を挟んで積層されて輸送や保管がなされている。
【０００４】
　そして、製品製造にあたってこのガラス板を使用する際には、ガラス板と合紙とが積層
された状態から、合紙を取り外してガラス板を製造ラインに搬送して加工が行われる。こ
のとき、合紙の取り外しとガラス板の製造ラインへの搬送を１枚ずつ交互に行うが、合紙
とガラス板とが密着して取り外しが容易に行うことができない場合があった。この合紙の
取り外しに手間取ると、製造工程の遅延にもつながり、製品の生産性低下の原因ともなる
。
【０００５】
　なお、この合紙の取り外しの困難さは、輸送時のガラス板と合紙との摩擦による帯電や
、合紙とガラス板との滑り性の悪化等が原因と考えられる。
【０００６】
　これに対して、これまでに、ガラス表面の帯電を防止する試みとして、導電性微粒子と
バインダー成分による導電性コートの形成（例えば、特許文献４参照）、末端に親水基を
導入したシランカップリング剤の表面コートの形成（例えば、特許文献５参照）、等の処
理がなされている。
【０００７】
　しかしながら、これらの処理はいずれも、有機溶媒や有機バインダーを用いた非水系の
処理であり、さらに所定の温度の熱処理により強固な結合を形成するような処理である。
したがって、ガラス基板の製造工程で一般に行われる水洗浄の後、別のラインを設けて処
理を行う必要があり、経済的な負担が大きかった。さらに、一旦このような処理で表面を



(4) JP 2016-64862 A 2016.4.28

10

20

30

40

50

コートしてしまうとその除去が非常に困難であった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開２００５－１３２４９０号公報
【特許文献２】特開２００５－２９８０６２号公報
【特許文献３】国際公開第２０１４／０４１９５９号
【特許文献４】特開２０１１－１８７２８６号公報
【特許文献５】特開平０５－１６８９２０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　そこで、本発明は、ガラス板と該ガラス板同士の接触を防止する合紙と、を交互に積層
してなるガラス板積層体およびガラス板積層体を収容容器に収容し、梱包したガラス板積
層体の梱包方法において、そのガラス板の使用時に、ガラス板と合紙との密着性を改善し
て、合紙の剥離性を向上させることができ、さらに、簡便な操作で除去が可能な密着防止
膜を有するガラス板積層体およびガラス板積層体の梱包方法の提供を目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明のガラス板積層体は、ガラス板と、前記ガラス板同士の接触を防止する合紙と、
を交互に積層してなるガラス板積層体であって、前記ガラス板が、前記ガラス板の前記合
紙と接する少なくとも一方の表面に炭素数が８以上の疎水性基を有する４級アンモニウム
塩若しくはピリジニウム塩を含む陽イオン界面活性剤、平均分子量が２００～１００万の
カチオンポリマー又は１分子内にカチオン性基およびアニオン性基を有する両性イオン化
合物からなる密着防止膜を有することを特徴とする。
【００１１】
　また、本発明のガラス板積層体の梱包方法は、ガラス板と、前記ガラス板同士の接触を
防止する合紙と、を交互に積層してガラス板積層体とする工程と、前記ガラス板積層体を
ガラス板収容容器に収容し、固定する梱包工程とを有するガラス板積層体の梱包方法であ
って前記ガラス板が、その表面に炭素数が８以上の疎水性基を有する４級アンモニウム塩
若しくはピリジニウム塩を含む陽イオン界面活性剤、平均分子量が２００～１００万のカ
チオンポリマー又は１分子内にカチオン性基およびアニオン性基を有する両性イオン化合
物からなる密着防止膜を有することを特徴とする。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明のガラス板積層体及びその梱包方法によれば、ガラス板を積層体として輸送又は
保管した後、ガラス板を使用するにあたって、ガラス板間に介在させた合紙をガラス板か
ら取り外す際に、合紙がガラス板に貼り付くことなく容易に取り除くことができ、作業性
が良好である。また、この密着防止膜は、ガラス板の使用前に、アルカリ洗浄液での洗浄
などの簡便な操作で保護膜を容易に除去できる。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】本発明の実施形態で使用する密着防止膜付きガラス板の概略構成を示す断面図で
ある。
【図２】本発明の実施形態であるガラス板梱包体の概略構成を示した斜視図である。
【図３】実施例５及び比較例１の密着性試験における張力及び帯電量を示した図である。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　本発明の実施形態について、以下、図面を参照しながら説明する。なお、本発明は以下
の実施の形態に限定されない。
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【００１５】
［密着防止膜付きガラス板］
　図１は、本発明の実施形態で使用される密着防止膜付きガラス板の概略構成を示す断面
図である。図１に示される密着防止膜付きガラス板１は、ガラス板２と、その表面に形成
された密着防止膜３で構成される。
【００１６】
　ここで用いられるガラス板２は、その表面にガラスが露出したガラス板であれば特に限
定されずに挙げられる。特に、ガラス板を積層して輸送又は保管されるような、半導体製
品の製造に関連して使用されるガラス板、例えば、ＴＦＴ回路基板用のガラス板、光学多
層膜基板等に適用されるのが好ましい。
【００１７】
　本実施形態に用いられるガラス板は、その用途に応じて、材質および形状等が適宜選択
される。ガラス板の材質としては、通常のソーダライムガラス、アルミノシリケートガラ
ス、ホウ珪酸ガラス、無アルカリボロシリケートガラス、石英ガラス等が挙げられる。ガ
ラス板としては、紫外線や赤外線を吸収するガラスや強化ガラスからなるガラス板を用い
ることも可能である。
【００１８】
　ガラス板の厚さは、得られる密着防止膜付きガラス板の用途により適宜選択できる。例
えば、液晶ディスプレイ用等のＦＰＤ用ガラス板に使用されるものである場合、その厚さ
は０．７ｍｍ以下であることが好ましい。ガラス板の厚さの下限値は特に限定されないが
、０．１ｍｍ以上が好ましく、０．２ｍｍ以上がより好ましく、０．３ｍｍ以上がさらに
好ましい。ガラス板１の厚さが０．１ｍｍ以上であれば、後述するガラス板を縦置きの梱
包容器に載置したとき、ガラス板が撓みにくくなり、損傷を抑制できる。また、ガラス板
は、複数枚のガラス板が中間膜を挟んで接着された合わせガラスであってもよい。
【００１９】
　図１に示される密着防止膜付きガラス板１において、密着防止膜３はガラス板１の一方
の主面の全領域に形成されている。本実施形態の密着防止膜付きガラス板においては、密
着防止膜は、ガラス板の一方または両方の主面の全領域に配設されてもよい。必要に応じ
て、端面を含むガラス板の表面が全て覆われるように密着防止膜が形成されていてもよい
。
【００２０】
　本実施形態に用いられる密着防止膜３は、ガラス板２の表面に設けられた単層構造の膜
である。ここで、密着防止膜３は、炭素数が８以上の疎水性基を有するアンモニウム塩若
しくはピリジニウム塩を含む陽イオン界面活性剤、平均分子量が２００～１００万のカチ
オンポリマー又は１分子内にカチオン性基およびアニオン性基を有する両性イオン化合物
から構成される膜である。
【００２１】
　ガラス板の表面には負電荷に帯電しやすいシラノール基（－Ｓｉ－ＯＨ）が存在する。
ガラス板に上記陽イオン界面活性剤（Ａ）、カチオンポリマー（Ｂ）や両性イオン化合物
（Ｃ）を接触させると、ガラス板のシラノール基と陽イオン界面活性剤（Ａ）、カチオン
ポリマー（Ｂ）や両性イオン化合物（Ｃ）が有するカチオン性基が結合する。この際、陽
イオン界面活性剤（Ａ）においては疎水性基がガラス板の表面とは反対側である雰囲気中
に向かって整列して単分子膜として密着防止膜が形成される。カチオンポリマー（Ｂ）に
おいては、シラノール基との結合に供さないカチオン性基がガラス板の表面とは反対側で
ある雰囲気中に向かって整列して密着防止膜が形成される。両性イオン化合物（Ｃ）にお
いてはアニオン性基がガラス板の表面とは反対側である雰囲気中に向かって整列して単分
子膜として密着防止膜が形成される。
【００２２】
　図１に示す密着防止膜３においては、密着防止膜３が陽イオン界面活性剤（Ａ）からな
る場合には、ガラス板２と接する面である界面３ａに上記シラノール基と結合したカチオ
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ン性基が存在しその反対側の面である密着防止膜３の表面３ｂに疎水性基が存在する。密
着防止膜３がカチオンポリマー（Ｂ）からなる場合には、ガラス板２との界面３ａに上記
シラノール基と結合したカチオン性基が存在しその反対側である密着防止膜３の表面３ｂ
にもカチオン性基が存在する。両性イオン化合物（Ｃ）からなる場合には、ガラス板２と
接する面である界面３ａに上記シラノール基と結合したカチオン性基が存在しその反対側
の面である密着防止膜３の表面３ｂにアニオン性基が存在する。
【００２３】
　密着防止膜３は、上記構造を有することで、ガラス板１の複数枚を積層する際にガラス
板間に設けられる合紙とガラス板１とが貼り付かないように密着性を改善したものである
。このように合紙とガラス板１との密着性が改善されるのは、陽イオン界面活性剤（Ａ）
においては、ガラス板１の表面３ｂに疎水性基が整列して形成されてガラス板との滑り性
が改善されるため、また、カチオンポリマー（Ｂ）及び両性イオン化合物（Ｃ）において
は、ガラス板１の表面３ｂが空気中の水分を強く吸着することが可能であり、該吸着され
た水の作用により静電気を逃がしやすくなって帯電しにくく、その表面の静電気量を低く
保つことが可能となるためであると考えられる。
【００２４】
（陽イオン界面活性剤（Ａ））
　密着防止膜を構成する陽イオン界面活性剤（Ａ）は、炭素数が８以上の疎水性基を有す
る４級アンモニウム塩又はピリジニウム塩であれば特に限定されずに使用でき、その疎水
性基の炭素数が大きくなるとガラス表面の被覆性が高くなり、滑り性の改善度合いが向上
するため、疎水性基の炭素数が１２以上であることが好ましい。このような疎水性基とし
ては、典型的には炭素数が８～１８のアルキル基が挙げられ、特に、炭素数が１６～１８
のアルキル基が好ましい。
【００２５】
　なお、陽イオン界面活性剤（Ａ）においては、疎水性基の炭素数を上記８～１２の範囲
とすることで、必要に応じて、密着防止膜付きガラス板から密着防止膜を除去して使用す
る場合には、除去も容易に行える。除去の方法として、具体的には、アルカリ性洗剤でス
クラブ洗浄する等の方法が挙げられる。
【００２６】
　ここで、４級アンモニウム塩としては、例えば、塩化オクチルトリメチルアンモニウム
、塩化デシルトリメチルアンモニウム、塩化ドデシルトリメチルアンモニウム、塩化テト
ラデシルトリメチルアンモニウム、塩化ヘキサデシルトリメチルアンモニウム、塩化オク
タデシルトリメチルアンモニウム、塩化ベンザルコニウム、塩化ベンゼトニウム、塩化ベ
ンジルトリアルキルアンモニウム、塩化ジアルキルジメチルアンモニウムなどが挙げられ
る。また、ピリジニウム塩としては、例えば、塩化オクチルピリジニウム、塩化デシルピ
リジニウム、塩化ドデシルピリジニウム、塩化テトラデシルピリジニウム、塩化ヘキサデ
シルピリジニウム、塩化オクタデシルピリジニウム等のピリジニウム塩等が挙げられる。
このようなピリジニウム塩は、ガラス板の撥水性を向上させることができ、特に塩化ヘキ
サデシルピリジニウム（別名：塩化セチルピリジニウム）は大量生産され安く入手しやす
い点で好ましい。
【００２７】
（カチオンポリマー（Ｂ））
　密着防止膜を構成するカチオンポリマー（Ｂ）は、平均分子量が２００～１００万の分
子内に複数のカチオン性基を有し実質的にアニオン性基を有しないカチオンポリマーであ
る。なお、本明細書において平均分子量は、特に断りのない限りゲルパーミエーションク
ロマトグラフィーによるポリスチレン換算の重量平均分子量（ＭＷ）を意味する。
【００２８】
　カチオンポリマー（Ｂ）におけるカチオン性基として、具体的には、アミノ基、４級ア
ンモニウム基等が挙げられる。カチオンポリマー（Ｂ）は、実質的にアニオン性基を有し
ない。カチオンポリマー（Ｂ）が、実質的にアニオン性基を有しないとは、例えば、原料
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化合物や重合開始剤等に含まれるアニオン性基が若干残留している程度の量を除いて、ア
ニオン性基を含有しないことをいう。
【００２９】
　カチオンポリマー（Ｂ）が有するカチオン性基の数は、例えば、図１に示す密着防止膜
３において、ガラス板２との界面３ａに上記シラノール基と結合したカチオン性基が存在
しその反対側である密着防止膜３の表面３ｂにもカチオン性基が存在する構造が取れる数
であればよい。カチオンポリマー（Ｂ）が有するカチオン性基の数は通常、分子量１００
０あたりの平均のカチオン性基の個数で示される。
【００３０】
　以下、カチオンポリマー（Ｂ）が分子量１０００あたりに有する平均のカチオン性基の
個数を「カチオン性基密度」といい、単位を［ｅｑ／ＭＷ１０００］で示す。カチオンポ
リマー（Ｂ）におけるカチオン性基密度は、具体的には、３～２５［ｅｑ／ＭＷ１０００
］が好ましい。
【００３１】
　カチオンポリマー（Ｂ）としては、三次元ネットワーク構造を有する網状ポリマー（Ｂ
１）であってもよく、側鎖を有してもよい鎖状ポリマー（Ｂ２）であってもよい。カチオ
ンポリマー（Ｂ）の好ましい平均分子量およびカチオン性基の数については、カチオンポ
リマー（Ｂ）の分子構造によるところが大きい。以下、網状ポリマー（Ｂ１）および鎖状
ポリマー（Ｂ２）の分類にしたがって、カチオンポリマー（Ｂ）を説明する。
【００３２】
　カチオンポリマー（Ｂ）が網状ポリマー（Ｂ１）である場合、通常、カチオン性基は網
状ポリマー（Ｂ１）の表面および内部に存在する。ここで、例えば、図１に示す密着防止
膜３においてガラス板２との界面３ａおよびその反対側の面である表面３ｂに存在するカ
チオン性基はいずれも、網状ポリマー（Ｂ１）が表面に有するカチオン性基と考えられる
。したがって、網状ポリマー（Ｂ１）を用いる場合には、カチオン性基密度が比較的大き
い、具体的には、１０～２５［ｅｑ／ＭＷ１０００］の網状ポリマー（Ｂ１）が好ましく
、１５～２５［ｅｑ／ＭＷ１０００］がより好ましい。なお、カチオンポリマー（Ｂ）が
網状ポリマー（Ｂ１）である場合、密着防止膜を構成する網状ポリマー（Ｂ１）は、その
１種または２種以上であってよい。
【００３３】
　また、網状ポリマー（Ｂ１）の平均分子量は、２００～１０万が好ましく、３００～１
００００がより好ましい。網状ポリマー（Ｂ１）においては、カチオン性基密度が同じ場
合、平均分子量が小さい方が、１分子あたりの比表面積が大きくなり、内部に存在するカ
チオン性基の数に対する表面に存在するカチオン性基の数の割合が高くなることから、平
均分子量は上記範囲が好ましい。すなわち、網状ポリマー（Ｂ１）においては、カチオン
性基密度が同じ場合、平均分子量が小さい方が、得られる密着防止膜は密着防止性能に優
れるといえる。
【００３４】
　なお、網状ポリマー（Ｂ１）においては、平均分子量を上記範囲とすることで、必要に
応じて、密着防止膜付きガラス板から密着防止膜を除去して使用する場合には、除去も容
易に行える。除去の具体的な方法は、上記陽イオン界面活性剤（Ａ）の場合と同様にでき
る。
【００３５】
　網状ポリマー（Ｂ１）として、具体的には、１，２，３級アミンを含むポリエチレンイ
ミン等が挙げられる。ポリエチレンイミンとしては、市販品を使用してもよい。市販品と
しては、例えば、いずれも日本触媒社製の商品名として、エポミンＳＰ－００３（平均分
子量；約３００、カチオン性基密度；２３．２［ｅｑ／ＭＷ１０００］）、エポミンＳＰ
－００６（平均分子量；約６００、カチオン性基密度；２３．２［ｅｑ／ＭＷ１０００］
）等が挙げられる。
【００３６】
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　密着防止膜が網状ポリマー（Ｂ１）で構成される場合、その膜厚は分子径と略同等と考
えられる。具体的には、網状ポリマー（Ｂ１）からなる密着防止膜の膜厚は、概ね０．５
～２．５ｎｍである。
【００３７】
　カチオンポリマー（Ｂ）が鎖状ポリマー（Ｂ２）である場合、カチオン性基は主鎖に存
在する場合と側鎖に存在する場合がある。いずれの場合も、鎖状ポリマー（Ｂ２）は、カ
チオン性基の一部が密着防止膜３のガラス板２との界面３ａに存在し、カチオン性基の別
の一部が密着防止膜３の表面３ｂに存在するように主鎖が折りたたまって密着防止膜３を
構成する。
【００３８】
　鎖状ポリマー（Ｂ２）において側鎖にカチオン性基を有する場合、カチオン性基が存在
する位置について主鎖にカチオン性基を有する場合に比べて自由度が高く、密着防止膜３
の表面３ｂにあるカチオン性基が内部に隠れてしまう場合がある。側鎖のカチオン性基の
位置を制御することは困難であることから、鎖状ポリマー（Ｂ２）はカチオン性基を主鎖
に有することが好ましい。なお、カチオンポリマー（Ｂ）が鎖状ポリマー（Ｂ２）である
場合、密着防止膜を構成する鎖状ポリマー（Ｂ２）は、その１種または２種以上であって
よい。さらに、鎖状ポリマー（Ｂ２）の１種以上と網状ポリマー（Ｂ１）の１種以上を組
み合せて密着防止膜を構成してもよい。
【００３９】
　鎖状ポリマー（Ｂ２）を用いる場合、その平均分子量は１０００～１００万が好ましく
、１万～１０万がより好ましい。また、鎖状ポリマー（Ｂ２）を用いる場合、カチオン性
基密度は、３～２５［ｅｑ／ＭＷ１０００］が好ましく、５～２０［ｅｑ／ＭＷ１０００
］がより好ましい。なお、鎖状ポリマー（Ｂ２）においては、平均分子量を上記１０００
～５万の範囲とすることで、必要に応じて、密着防止膜付きガラス板から密着防止膜を除
去して使用する場合には、除去も容易に行える。除去の具体的な方法は、上記陽イオン界
面活性剤（Ａ）の場合と同様にできる。
【００４０】
　鎖状ポリマー（Ｂ２）として具体的には、主鎖にカチオン性基を有する鎖状ポリマー（
Ｂ２）については、例えば、ポリジアリルジメチルアンモニウムクロライド、ジメチルア
ミン－エピクロルヒドリン縮合体塩、ジメチルアミン－アンモニア－エピクロルヒドリン
縮合体塩、ジシアンジアミド-ジエチレントリアミン縮合体塩、ジシアンジアミド－ホル
マリン縮合体塩等が挙げられる。
【００４１】
　また、側鎖にカチオン性基を有する鎖状ポリマー（Ｂ２）として具体的には、ポリ（ジ
メチルアミノエチルアクリレートメチルクロライド４級塩）、ポリ（ジメチルアミノエチ
ルメタクリレートメチルクロライド４級塩）、トリメチルアンモニウムアルキルアクリル
アミド重合体塩、ポリアリルアミン、ポリビニルアミジン等が挙げられる。
【００４２】
　これら鎖状ポリマー（Ｂ２）としては市販品を使用してもよい。市販品としては、例え
ば、ＰＤＡＣ（商品名ＦＰＡ１００Ｌ、センカ社製、ポリジアリルジメチルアンモニウム
クロライド、平均分子量；２万、カチオン性基密度；６．２［ｅｑ／ＭＷ１０００］）、
ＤＥ（商品名ＫＨＥ１０４Ｌ、センカ社製、ジメチルアミン－エピクロルヒドリン縮合体
塩、平均分子量；１０万、カチオン性基密度；７．３［ｅｑ／ＭＷ１０００］）、ＤＮＥ
（商品名ＫＨＥ１００Ｌ、センカ社製、ジメチルアミン－アンモニア－エピクロルヒドリ
ン縮合体塩、平均分子量；１０万、カチオン性基密度；８．１［ｅｑ／ＭＷ１０００］）
、ＰＱＥＭ（（商品名ＦＰＶ１０００Ｌ、センカ社製、ポリ（ジメチルアミノエチルメタ
クリレートメチルクロライド４級塩）、平均分子量；不明、カチオン性基密度；３．７［
ｅｑ／ＭＷ１０００］）等が挙げられる。
【００４３】
　密着防止膜が鎖状ポリマー（Ｂ２）で構成される場合、上記の通りカチオン性基の一部



(9) JP 2016-64862 A 2016.4.28

10

20

30

40

がガラス基板との界面に存在し、カチオン性基の別の一部が密着防止膜の表面に存在する
ように分子の主鎖が折りたたまって密着防止膜を構成することから、その膜厚は、分子鎖
長とカチオン性基密度等に分子設計により適宜調整できる。
【００４４】
（両性イオン化合物（Ｃ））
　密着防止膜を構成する両性イオン化合物（Ｃ）は、１分子内にカチオン性基およびアニ
オン性基を有する化合物であれば特に制限されない。また、密着防止膜を構成する両性イ
オン化合物（Ｃ）は、１種または２種以上であってよい。
【００４５】
　カチオン性基は、水等の溶媒に溶解させたときにカチオンとなる基であり、例えば、ア
ミノ基、４級アンモニウム基等が挙げられる。このとき、アミノ基はアンモニア、１級ア
ミン、２級アミンから水素を除去した１価の官能基であり、それぞれ１級アミン、２級ア
ミン、３級アミンを形成する。また、４級アンモニウム基は４級アンモニウムカチオンを
形成する。これらのなかでも、電離度及び帯電性の観点から１級アミン、４級アンモニウ
ム基が好ましく、４級アンモニウム基が特に好ましい。
【００４６】
　アニオン性基は、水等の溶媒に溶解させたときにアニオンとなる基であり、例えば、カ
ルボキシ基（－ＣＯＯＨ）、スルホ基（－ＳＯ３Ｈ）等が挙げられる。上記のとおり、両
性イオン化合物（Ｃ）からなる密着防止膜においては、その表面にアニオン性基が位置し
、アニオン性基に水が吸着することで帯電防止性能を得ている。したがって、アニオン性
基としては、水を吸着する能力の高い、すなわち電離度が大きい（ｐＫａが小さい）基が
好ましい。例示したアニオン性基のなかではスルホ基（－ＳＯ３Ｈ）が好ましい。
【００４７】
　両性イオン化合物（Ｃ）が有するカチオン性基およびアニオン性基の数は、それぞれ１
または２が好ましく、合計で３以下が好ましい。より好ましくは、両性イオン化合物（Ｃ
）が１分子内に有するカチオン性基およびアニオン性基の数は各１個である。
【００４８】
　さらに、両性イオン化合物（Ｃ）は、直鎖状の分子構造を有し、分子鎖の両末端にそれ
ぞれカチオン性基とアニオン性基を有する化合物が好ましい。両性イオン化合物（Ｃ）が
このような分子構造を有することで、該化合物により形成される密着防止膜は、分子が同
一方向に規則正しく緻密に整列した単分子膜となり得る。これにより帯電防止性能の高い
膜が得られる。
【００４９】
　両性イオン化合物（Ｃ）の分子量は特に制限されない。密着防止膜形成時における溶媒
への溶解性が良好である、分子が同一方向に規則正しく整列しやすい等の観点から、分子
量は概ね７０～２００の範囲にあることが好ましい。また、上記分子量の範囲とすること
で、必要に応じて、密着防止膜付きガラス板から密着防止膜を除去して使用する場合には
、除去も容易に行える。除去の方法として、具体的には、ｐＨ４以下の酸性溶液等に浸漬
して洗浄する、アルカリ洗剤スクラブ洗浄する等の方法が挙げられる。
【００５０】
　両性イオン化合物（Ｃ）として具体的には、アラニン、アルギニン、アスパラギン、ア
スパラギン酸、グルタミン、グルタミン酸、グリシン、リシン、カルニチン、ベタイン（
トリメチルグリシン）、タウリン、クレアチン、β－アラニン等が挙げられる。これらの
両性イオン化合物（Ｃ）の構造式を表１に示す。
【００５１】
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【表１】

【００５２】
　これらのなかでも、直鎖状であり、カチオン性基とアニオン性基を各１個ずつ有し、分
子鎖の両末端にそれぞれカチオン性基とアニオン性基を有する化合物として、カルニチン
、ベタイン、タウリン、β－アラニン等が好ましい化合物として挙げられる。
【００５３】
　密着防止膜が両性イオン化合物（Ｃ）で構成される場合、その膜厚は単分子膜の膜厚で
あり、両末端にカチオン性基とアニオン性基を有する直鎖状化合物の場合には、分子長が
膜厚と略等しくなる。具体的には、両性イオン化合物（Ｃ）からなる密着防止膜の膜厚は
、概ね０．６～１．０ｎｍである。
【００５４】
　このような本発明の実施形態で使用される密着防止膜付きガラス板は、例えば、以下に
示す本発明の製造方法のように、ガラス板上への密着防止膜の形成を簡易な装置により簡
便な操作で行うことが可能である。また、本発明の実施形態で使用される密着防止膜付き
ガラス板においては、密着防止膜が比較的安定でありかつ十分な帯電防止機能を有する。
また、必要に応じて、密着防止膜の除去が求められる用途においては、そのような設計変
更が容易にできる。
【００５５】
［密着防止膜付きガラス板の製造方法］
　上記の密着防止膜付きガラス板の製造方法について、以下に説明する。
　本発明の実施形態において密着防止膜付きガラス板の製造方法は、ガラス板の表面に、
炭素数が８以上の疎水性基を有する４級アンモニウム塩若しくはピリジニウム塩を含む陽
イオン界面活性剤（界面活性剤（Ａ））、平均分子量が２００～１００万のカチオンポリ
マー（カチオンポリマー（Ｂ））または１分子内にカチオン性基およびアニオン性基を有
する両性イオン化合物（両性イオン化合物（Ｃ））を含有する溶液を接触させて塗膜を得
、前記塗膜を乾燥させて、前記両性イオン化合物または前記カチオンポリマーからなる密
着防止膜を形成する工程を有する。
【００５６】
　上記製造方法において、両性イオン化合物（Ｃ）またはカチオンポリマー（Ｂ）の溶液
は、両性イオン化合物（Ｃ）またはカチオンポリマー（Ｂ）を溶質として、これらを溶解
可能な溶媒を用いて作製される。該溶媒としては、両性イオン化合物（Ｃ）またはカチオ
ンポリマー（Ｂ）を溶解しこれらおよびガラス板と反応しないものであれば特に制限され
ない。上記溶媒として、具体的には、水、エタノール、イソプロピルアルコール等の水溶
性有機溶剤の１種または２種以上が挙げられる。これらのなかでも、水またはエタノール
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等の水溶性有機溶剤と水との混合物が好ましい。
【００５７】
　上記溶液における、陽イオン界面活性剤（Ａ）または両性イオン化合物（Ｃ）の含有量
は、溶液１Ｌ中のモル濃度として、０．０１ｍｍｏｌ／Ｌ～１００ｍｍｏｌ／Ｌの範囲と
なるように調整することが好ましい。ガラス板表面を適度に覆いながら過剰とならないよ
うにするため、上記陽イオン界面活性剤（Ａ）または両性イオン化合物（Ｃ）の含有量は
、０．１～１０ｍｍｏｌ／Ｌがより好ましい。
【００５８】
　上記溶液における、カチオンポリマー（Ｂ）の含有量は、カチオン性基の濃度（当量）
として、０．０１ｍｅｑ／Ｌ～１００ｍｅｑ／Ｌの範囲となるように調整することが好ま
しい。ガラス板の表面を適度に覆いながら過剰とならないようにするために、上記カチオ
ンポリマー（Ｂ）のカチオン性基の濃度（当量）は、０．１ｍｅｑ／Ｌ～１０ｍｅｑ／Ｌ
がより好ましい。なお、溶液１Ｌ中にカチオン性基を１ｍｏｌ有する場合に、その濃度を
１当量とし、１ｅｑ／Ｌと表す。
【００５９】
　上記溶液のｐＨについては、酸性～アルカリ性、例えば、ｐＨ３～１２程度の範囲で適
宜調整が可能である。ガラス板表面のシラノール基の電離を促進しマイナス帯電させるこ
とで静電的な結合力をより強固にしつつ、陽イオン界面活性剤（Ａ）、カチオンポリマー
（Ｂ）または両性イオン化合物（Ｃ）の付着量を増加できる点で、溶液のｐＨは６～１２
が好ましく、１０～１１がより好ましい。
【００６０】
　溶液のｐＨ調整は、酸またはアルカリを用いて行う。設備の腐食がされにくい、洗浄後
の残留が少ない等の点からアンモニア、硫酸等が好ましい。
【００６１】
　次いで、上記のようにして調製された溶液を、密着防止膜を形成するガラス板の表面に
接触させて塗布する。塗布方法としては、ディップコート、スプレーコート、スピンコー
ト、スキージコート、スポンジ等による塗布等の公知の膜形成方法に使用される塗布方法
が挙げられる。
【００６２】
　上記塗布の操作において、上記調製された溶液をガラス板の表面に接触させるだけで、
該溶液中に含まれる陽イオン界面活性剤（Ａ）のカチオン性基、カチオンポリマー（Ｂ）
のカチオン性基または両性イオン化合物（Ｃ）のカチオン性基がガラス板の表面側に、陽
イオン界面活性剤（Ａ）の疎水性基、カチオンポリマーのガラス板側に向いていないカチ
オン性基または両性イオン化合物（Ｃ）のアニオン性基がその反対側である雰囲気中に向
かって整列して、溶媒を含む塗膜となる。これは、ガラス板の表面に存在するシラノール
基（－Ｓｉ－ＯＨ）が負電荷に帯電しやすいため、接触させるだけで正電荷を帯びている
陽イオン界面活性剤（Ａ）のカチオン性基、カチオンポリマー（Ｂ）のカチオン性基また
は両性イオン化合物（Ｃ）のカチオン性基がガラス板の表面側に静電的にひきつけられる
ためである。
【００６３】
　上記塗布操作により得られる塗膜は、溶媒を含む上記溶液の層である。上記塗布操作の
後、上記のようにガラス板の表面に陽イオン界面活性剤（Ａ）、カチオンポリマー（Ｂ）
または両性イオン化合物（Ｃ）を整列させた状態で、乾燥により塗膜中の溶媒を除去する
ことで、均質な密着防止膜を容易に形成できる。
【００６４】
　乾燥の方法としては、溶媒除去に通常用いられる、加熱やエアブロー等の乾燥方法が特
に制限なく適用できる。加熱乾燥を行う場合には、５０～８０℃に加熱することが好まし
く、エアブローでは１５～３０℃のエアーを吹き付けることが好ましい。
【００６５】
　なお、上記溶液を用いたガラス板上への塗膜の形成と、乾燥の間に、塗膜を水洗する操
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作を加えることが好ましい。水洗の方法としては、水浴に浸漬する、シャワーにより水洗
する等、通常、ガラス板を水洗する方法が特に制限なく適用可能である。水洗により余分
な薬剤が除去され、乾燥後に得られる密着防止膜が透明になり欠点検査機で異常が出なく
なるとなる。
【００６６】
　一般に、ガラス板の製造においては、最終工程として水洗および必要に応じて乾燥する
操作を数回繰り返すことがよく行われる。このようなガラス板の製造において、上記水洗
と任意の乾燥の工程の１回、好ましくは最後の水洗工程以外の１回を、上記陽イオン界面
活性剤（Ａ）、カチオンポリマー（Ｂ）または両性イオン化合物（Ｃ）の溶液の塗布、乾
燥に置き換えることで、密着防止膜付きガラス板が可能である。この方法によれば、通常
の製造ラインを用いて密着防止膜付きガラス板が可能であり、経済的に非常に有利である
。なお、この密着防止膜付きガラス板においては、水洗により除去されることはない。
【００６７】
　このように本発明の製造方法によれば、ガラス板の表面に密着防止膜を形成する際の、
溶液の塗布、乾燥は、簡易な装置により簡便な操作で達成でき、さらに、排水規制に抵触
することもなく、環境負荷を増大させることのなく行うことができる。
【００６８】
　以上、本発明で用いる密着防止膜付きガラス板および密着防止膜付きガラス板の製造方
法の実施形態を説明したが、これらに限定されるものではない。本発明の趣旨に反しない
限度において、また必要に応じて、その構成を適宜変更できる。
【００６９】
［合紙］
　本実施形態で使用される合紙は、密着防止膜付きガラス板１を輸送や保管する際に、該
ガラス板間に介在させるシートであり、ガラス板同士が直接接触することで生じるガラス
板の割れや表面が傷付くこと、また汚染を防止するものである。
【００７０】
　この合紙は、上記機能を有するシートであればよく、原料としてバージンパルプやセル
ロース等を使用して得られるパルプが挙げられ、さらに、樹脂フィルム、樹脂シート及び
発泡樹脂シート等を合紙として使用することもできる。
【００７１】
　合紙としては、その表面の平滑度が低いほどガラス板と密着しにくいため、通常、平滑
度は３～２０秒のものが用いられる。しかしながら、本発明においては、ガラス板側から
密着性の改善を施しているため、従来よりも平滑度の高い合紙を用いても十分に取り外す
ことができる。例えば、合紙の平滑度が１０秒以上となるようなものであっても使用可能
であり、平滑度が１０秒～３０秒程度のものに適用可能である。なお、この平滑度は、Ｊ
ＩＳ　Ｐ　８１１９（１９９８年）で規定されるベック平滑度で定まるものである。
【００７２】
［ガラス板積層体、ガラス板積層体の梱包方法］
　ガラス板の輸送や保管の際には、上記のガラス板と合紙とを交互に積層してガラス積層
体とし、これを容器に収容してから梱包してガラス板梱包体とする。ガラス板梱包体には
、ガラス板を水平に積層する横置き型とガラス板を傾斜させて立てた状態で積層する縦積
型とがあり、本発明はいずれの型にも適用できる。本実施形態においては、縦置き型を例
に以下図面を参照しながら説明する。
【００７３】
　図２は、縦置き型のガラス板梱包容器１２に密着防止膜付きガラス板１（以下、ガラス
板１と略称することもある）を複数枚積層させたガラス板積層体１０が梱包されたガラス
板梱包体１４の全体斜視図である。
【００７４】
　同図に示すガラス板梱包容器１２は、基台となる台座１６の上面に備えられた板状の搭
載面１８上に、ガラス板積層体１０のガラス板１の下端面を接触させて載置する底受け板
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２０が搭載面１８に対して傾斜して固定されている。ガラス板梱包容器１２の支柱２２は
底受け板２０の主面（ガラス板１の下縁を載置する面）に対して９０°～１００°、好ま
しくは約９５°となるように搭載面１８上に立設され、この支柱２２にガラス板１の主面
を受ける不図示の背受け板が立て掛けられて固定される。底受け板２０及び上記背受け板
には、ガラス板１を載置した際のガラス板１との接触による損傷を防止するため、ゴムや
硬質の発泡性樹脂等のクッション性を有するシート材（不図示）が設けられている。
【００７５】
　台座１６の搭載面１８の後部にはフレーム２４が立設され、このフレーム２４に支柱２
２が支持されている。また、台座１６の前面にはフォークリフトの爪（不図示）が挿抜さ
れる開口部２６が備えられている。
【００７６】
　底受け板２０は、搭載面１８と底受け板２０との間に配置された三角形状の底片２８を
介して搭載面１８上に傾斜して載置される。また、底受け板２０の主面は、ガラス板１を
差込むための溝等が形成されない実質的に平坦なもので、表面にはシート材（不図示）が
設けられている。底受け板２０は、その主面が台座１６の搭載面１８に対して好ましくは
５°～２５°、より好ましくは１０°～２０°、特に好ましくは約１８°に傾斜して配置
される。これにより、ガラス板積載装置（不図示）によるガラス板梱包容器１２へのガラ
ス板１の積載時に、ガラス板１の位置決め作業が容易になる。また、各ガラス板１の主面
は自重によって上記背受け板側の他のガラス板１の主面に接するので、各ガラス板１の主
面間に無駄な隙間が生じることはない。さらに、載置するガラス板１の安定化を図ること
ができ、ガラス板１の前方（図２の矢印Ｘの方向）へのずれや崩壊を防止し、併せて傷や
割れの防止も図ることができる。
【００７７】
　ガラス板積層体１０は、複数枚の矩形状のガラス板１と、複数枚の矩形状の合紙３０と
から構成され、ガラス板１と合紙３０とが交互に積層されることにより構成される。
【００７８】
　ここで、ガラス板梱包容器１２に搭載されるガラス板１及び合紙３０の枚数は、例えば
、第６世代（縦１５００ｍｍ×横１８００ｍｍ～縦１５００ｍｍ×横１８５０ｍｍ）のガ
ラス板の場合は３００枚以上、第７世代（縦１８７０ｍｍ×横２２００ｍｍ～縦１９５０
ｍｍ×横２２５０ｍｍ）のガラス板の場合は２５０枚以上であることが好ましい。
【００７９】
　なお、ガラス板梱包容器１２において、ガラス板１の下端面と接触するシート材として
は、公知のシート材であれば特に限定されずに適用可能である。すなわち、ポリエチレン
系樹脂、ポリプロピレン系樹脂、エラストマゴム、発泡性樹脂や、これらを組み合わせた
シート材等が挙げられる。
【００８０】
　このとき、シート材のクッション性が高いと、ガラス板にかかる応力を効果的に低減で
きない場合があるため、上記ガラス板１を梱包する際に用いられるシート材は、クッショ
ン性を有していながら、適度な硬さと良好な滑り性を有する表面性状を備えた、高分子量
ポリエチレンシート、発泡ポリエチレンシート、発泡ポリウレタンシート、等を用いたシ
ート材が好ましい。
【００８１】
　そして、このようにガラス板積層体１０をガラス板梱包容器１２に収容し、これを一体
的に固定し、梱包することで得られるガラス板梱包体１４は、通常通り、この梱包体を輸
送手段に積載して輸送したり、保管場所に載置して保管したりして、ガラス板の保管及び
輸送を行うことができる。
【００８２】
　そして、保管や輸送を行った後、ガラス板を製品製造の部材として使用する際には、本
発明のガラス板１の表面には密着防止膜が形成されており、ガラス板１と合紙との密着性
を改善しているため、合紙の取り外しを容易に行うことができ、作業性を向上させること
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ができる。
【００８３】
　なお、このガラス積層体１０における、密着防止膜付きガラス板１と合紙３０との組み
合わせは、ガラス板と合紙との密着力が低い組み合わせのものが好ましい。例えば、ガラ
ス板上に合紙を載せた状態で、合紙上から（１）エアー及びイオンを用いて合紙をガラス
板に押し付けした直後の密着力が２．０ｋｇ／ｍ２以下となるもの、又は、（２）帯電装
置を用いてガラス板を帯電させたときの密着力が１２ｋｇ／ｍ２以下となる組み合わせが
好ましい。ここで、密着力は、上記（１）押しつけ後又は（２）帯電後、すぐにバネばか
りにより合紙を水平方向に引張ってガラス板から引きはがしたときの張力を測定し、この
張力をガラス板の単位面積当たりの力に換算して算出されたものである。
【００８４】
　なお、上記（１）エアー及びイオンを用いて、合紙をガラス板に押し付ける場合は、例
えばイオン発生器を備える送風装置から、イオンを含む空気を合紙３０の中央から上空２
５０ｍｍから垂直に４．５ｍ／ｓの速度で吹き付けることで合紙３０を密着防止膜付きガ
ラス板１に押し付けたものであり、上記（２）帯電装置を用いてガラス板を帯電させる場
合は、例えば、コロナ帯電ガンを合紙３０の中央から上空２５０ｍｍの位置に固定し、－
１０ｋＶの電圧を３０秒間かけて帯電させたものである。ただし、上記（１）（２）は上
記方法に限定されない。例えば、上記（１）は、エアーを合紙に吹き付けた後、イオン発
生器から発生したイオンを合紙に吹き付けてもよい。上記（２）は、ローラ帯電等（ベル
ト帯電、ブラシ帯電等）の近接放電を用いた帯電装置でもよい。本明細書においては、上
記（１）の条件で密着力を測定する方法を密着力測定方法１、上記（２）の条件で密着力
を測定する方法を密着力測定方法２、と称することもある。
【実施例】
【００８５】
　以下、実施例および比較例に基づいてさらに本発明を詳細に説明する。
［各種溶液の調製］
＜密着防止膜形成用の溶液１～３＞
　両性イオン化合物（Ｃ）であるタウリンが１ｍｍｏｌ／Ｌおよびアンモニアが１０ｍｍ
ｏｌ／Ｌの濃度となるように、各成分を純水に溶解して、密着防止膜形成用の溶液１を調
製した。この溶液１のｐＨは約１０．５である。
【００８６】
　同様にして、溶液１におけるタウリンを共に両性イオン化合物（Ｃ）であるベタインお
よびカルニチンにそれぞれ変更した以外は上記同様にして密着防止膜形成用の溶液２およ
び溶液３を調製した。この溶液２および溶液３のｐＨは約１０．５である。
【００８７】
＜密着防止膜形成用の溶液４＞
　カチオンポリマー（Ｂ）として網状ポリマー（Ｂ２）であるポリエチレンイミン（日本
触媒社製エポミンＳＰ－００３（平均分子量約３００、カチオン性基密度；２３．２［ｅ
ｑ／ＭＷ１０００］）、以下「ＰＥＩ－３００」と示す。）が１ｍｅｑ／Ｌの濃度になる
ように純水に溶解して、密着防止膜形成用の溶液４を調製した。この溶液４のｐＨは約１
０．５である。
【００８８】
＜密着防止膜形成用の溶液５＞
　カチオンポリマー（Ｂ）として網状ポリマー（Ｂ２）であるポリエチレンイミン（ＰＥ
Ｉ；日本触媒社製エポミンＳＰ－００６（平均分子量約６００）、カチオン性基密度；２
３．２［ｅｑ／ＭＷ１０００］、以下「ＰＥＩ－６００」と示す。）が１ｍｅｑ／Ｌの濃
度になるように純水に溶解して、密着防止膜形成用の溶液５を調製した。この溶液５のｐ
Ｈは約１０．５である。
【００８９】
＜密着防止膜形成用の溶液６＞
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　カチオンポリマー（Ｂ）として鎖状ポリマー（Ｂ１）であるジメチルアミン－エピクロ
ルヒドリン縮合体塩（ＤＥ；商品名ＫＨＥ１０４Ｌ、センカ社製、平均分子量；１０万、
カチオン性基密度；７．３［ｅｑ／ＭＷ１０００］）が１ｍｅｑ／Ｌ及びアンモニアが１
０ｍｍｏｌ／Ｌの濃度となるように、各成分を純水に溶解して、密着防止膜形成用の溶液
６を調製した。この溶液６のｐＨは約１０．５である。
【００９０】
＜密着防止膜形成用の溶液７＞
　カチオンポリマー（Ｂ）として鎖状ポリマー（Ｂ１）であるポリジアリルジメチルアン
モニウムクロライド（ＰＤＡＣまたはＰＤＡＤＭＡＣ；商品名ＦＰＡ１００Ｌ、センカ社
製、平均分子量２万、カチオン性基密度；６．２［ｅｑ／ＭＷ１０００］）が１ｍｅｑ／
Ｌ及びアンモニアが１０ｍｍｏｌ／Ｌの濃度となるように、各成分を純水に溶解して、密
着防止膜形成用の溶液７を調製した。この溶液７のｐＨは約１０．５である。
【００９１】
＜密着防止膜形成用の溶液８＞
　カチオンポリマー（Ｂ）として鎖状ポリマー（Ｂ１）であるポリ（ジメチルアミノエチ
ルメタクリレートメチルクロライド４級塩）（ＰＱＥＭ；商品名ＦＰＶ１０００Ｌ、セン
カ社製、平均分子量；不明、カチオン性基密度；３．７［ｅｑ／ＭＷ１０００］）が１ｍ
ｅｑ／Ｌ及びアンモニアが１０ｍｍｏｌ／Ｌの濃度となるように、各成分を純水に溶解し
て、密着防止膜形成用の溶液８を調製した。この溶液８のｐＨは約１０．５である。
【００９２】
＜密着防止膜形成用の溶液９＞
　カチオンポリマー（Ｂ）として鎖状ポリマー（Ｂ１）であるジメチルアミン－アンモニ
ア－エピクロルヒドリン縮合体塩（ＤＮＥ；商品名ＫＨＥ１００Ｌ、センカ社製、平均分
子量；１０万以下、カチオン性基密度；８．１［ｅｑ／ＭＷ１０００］）が１ｍｅｑ／Ｌ
及びアンモニアが１０ｍｍｏｌ／Ｌの濃度となるように、各成分を純水に溶解して、密着
防止膜形成用の溶液９を調製した。この溶液９のｐＨは約１０．５である。
【００９３】
＜密着防止膜形成用の溶液１０＞
　陽イオン性界面活性剤である塩化セチルピリジニウム（ＣＰＣ）が１ｍｍｏｌ／Ｌ及び
アンモニアが１０ｍｍｏｌ／Ｌの濃度となるように、各成分を純水に溶解して、密着防止
膜形成用の溶液１０を調製した。この溶液１０のｐＨは約１０．５である。
【００９４】
（実施例１～１０）
　表面研磨をした、４７０ｍｍ×３７０ｍｍ×厚さ０．７ｍｍの無アルカリボロシリケー
トガラス製のガラス基板の一方の主面の全領域に、上記で得られた密着防止膜形成用の溶
液１の１００ｍＬをスポンジにより塗布し塗膜を形成した。該塗布後、２０～３０秒放置
した塗膜付きガラス基板をシャワーすることで水洗した後、塗膜をエアブロー（室温）で
水滴を吹き飛ばすことで乾燥させて、ガラス板の一方の主面上に密着防止膜を形成し、密
着防止膜付きガラス板１とした。
【００９５】
　得られた密着防止膜付きガラス板１の３００枚を、ガラス板１と合紙とを交互に積層し
てガラス板積層体とし、縦置き型のガラス板梱包容器に収容し、梱包した。このとき、ガ
ラス板１は密着防止膜が積層体の表側に来るようにして、合紙をその密着防止膜が設けら
れた主面に載せて、との操作を繰り返して積層させた。これにより、使用時に、合紙を取
り外す際に、合紙のガラス板への密着性を改善して引き剥がすのが容易になる。
【００９６】
　密着防止膜形成用の溶液１に代えて上記で得られた密着防止膜形成用の溶液２～１０を
用いた以外は、上記と同様にして、ガラス基板の一方の主面上に密着防止膜を有する密着
防止膜付きガラス板２～１０を作製し、各ガラス板のガラス板梱包体を得た。
【００９７】
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　表面研磨をした、４７０ｍｍ×３７０ｍｍ×厚さ０．７ｍｍの無アルカリボロシリケー
トガラス製のガラス基板を、純水で洗浄した。このガラス基板は、表面が研磨後の状態で
あり、密着防止膜等は設けられていない。このガラス板を上記実施例と同様にして、ガラ
ス板梱包体を得た。
【００９８】
［密着力試験］
　ポロンを敷いた測定台の上に、実施例５のガラス板５（ＰＥＩ－６００からなる密着防
止膜を有するガラス板）及び比較例１のガラス板をそれぞれ固定し、該ガラス板上に合紙
を載せた。その後、（１）エアーの吹き付け後、イオンで押し付けしたものと、（２）コ
ロナ帯電ガンにより帯電させたものと、それぞれ２つの状態のものとした。
【００９９】
　上記（１）押しつけ後又は（２）帯電後、すぐにバネばかりにより合紙を水平方向に引
張ってガラス板から引きはがしたときの張力を測定した。また、この張力をガラス板の単
位面積当たりの力に換算して密着力とした。ここで、上記（１）エアー＋イオンの押し付
け条件では、イオンを含む空気を合紙の中央から上空２５０ｍｍから垂直に４．５ｍ／ｓ
の速度で吹き付けることで合紙をガラス板に押し付けて密着力の測定を行い（密着力測定
方法１）、上記（２）帯電条件ではコロナ帯電ガンを合紙の中央から上空２５０ｍｍの位
置に固定し、－１０ｋＶの電圧を３０秒間かけて帯電させて密着力の測定を行った（密着
力測定方法２）その結果を表２及び図３に示す。なお、図３には、帯電直後の帯電量を静
電電位測定装置（シシド静電気株式会社製、商品名：スタチロン　ＤＺ４）で測定した結
果も併せて示した。
【０１００】
【表２】

【０１０１】
　この結果から、密着防止膜を設けたガラス板は合紙との密着性が改善され、合紙をガラ
ス板から引き剥がす力が少なくて済み、作業性の向上に効果的であることが確認できた。
【０１０２】
　なお、この密着力と帯電量とは少なからず関係しているものと考えられ、帯電量を小さ
くすることで密着性を改善できるものと考えられる。実施例１～４、６～９の密着防止膜
を設けたガラス板は、比較例１のガラス板よりも帯電量を小さくできることも確認できて
おり、合紙の引き剥がしを容易に行うことができると推察される。
【産業上の利用可能性】
【０１０３】
　本発明の密着防止膜付きガラス基板を用いたガラス板積層体およびその梱包方法は、広
くガラス基板に適用でき、ガラス基板の表面が合紙と密着することを有効に防止でき、特
に、ガラス基板の表面が帯電していない状態に保たれることが求められる半導体製品の製
造に関連して使用されるガラス基板、例えば、ＴＦＴ回路基板用のガラス基板、光学多層
膜基板等に適用されるのが好ましい。
【符号の説明】
【０１０４】
　１…密着防止膜付きガラス基板、２…ガラス基板、３…密着防止膜、３ａ…密着防止膜
のガラス基板との界面、３ｂ…密着防止膜の表面
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